（参考様式２３）
「協力医療機関・歯科医療機関」の定め及び「介護老人福祉施設、介護
老人保健施設、病院等との連携体制及び支援体制」に関する調書
	事業所の名称
	

	申請するサービスの種類
	□指定小規模多機能型居宅介護事業

□指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

□指定認知症対応型共同生活介護事業

□指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業


１．協力医療機関

	名称
	診療科名等
	契約書

	
	（診療科名）
	添付

	
	（距離）
	（所要時間）
	

	
	（診療科名）
	添付

	
	（距離）
	（所要時間）
	


２．協力歯科医療機関

	名称
	診療科名等
	契約書

	
	（診療科名）
	添付

	
	（距離）
	（所要時間）
	

	
	（診療科名）
	添付

	
	（距離）
	（所要時間）
	


３．バックアップ施設との連携及び支援体制

	バックアップ施設
	契約書

	
	介護老人福祉施設
	
	添付

	
	介護老人保健施設
	
	添付

	
	病院
	
	添付


　＜連携及び支援体制の内容＞

○介護老人福祉施設
	(1)サービス提供体制の確保（※１）

	
	

	(2)緊急時の対応（※２）

	
	

	(3)その他の連携・支援体制

	
	


介護老人保健施設
	(1)サービス提供体制の確保（※１）

	
	

	(2)緊急時の対応（※２）

	
	

	(3)その他の連携・支援体制

	
	


※１「サービス提供対応の確保」
　　　小規模多機能型居宅介護・認知症対応型共同生活介護のサービス提供の開始又は終了の際におけるバックアップ施設との間で取り決めた事項を記載すること。
　　　当該サービスの開始又は終了の際に、生活環境や介護の連続性に配慮して適切なサービス提供を行うための対応方策等を記載すること。
※２「緊急時の対応」
　　　小規模多機能型居宅介護事業所・認知症対応型共同生活介護事業所において、火災や感染症の集団発生があった場合等の緊急時におけるバックアップ施設との間で取り決めた事項を記載すること。

○病院
	(1)夜間・休日・緊急時の対応等のための連携・支援体制（※３）

	
	

	(2)その他の連携・支援体制

	
	


※３「夜間・休日・緊急時の対応等のための連携・支援体制」

　　　利用者の入院や休日夜間等における緊急時の対応について円滑な協力を得るため、バックアップ病院との間であらかじめ取り決めた事項を記載すること。
　　　なお、協力医療機関及び主治医との連携及び対応も踏まえた記載とすること。
（参考）
指定地域密着基準第83条第3項（小規模多機能型居宅介護）、指定地域密着基準第105条第３項（認知症対応型共同生活介護）、指定地域密着型介護予防サービス基準第82条第３項（介護予防認知症対応型共同生活介護）、指定地域密着型介護予防サービス基準第59条第３項（介護予防小規模多機能型居宅介護）に規定する「介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連携体制及び支援体制」

	基準省令
	解釈通知

	第83条　指定小規模多機能型居宅介護事業者は、主治の医師との連携を基本としつつ、利用者の病状の急変に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。

２　指定小規模多機能型居宅介護事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。
３　指定小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時の対応のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連携及び支援の体制を整えなければならない。


	(15)協力医療機関等

①　基準第83条第1項及び第2項の協力医療機関及び協力歯科医療機関は、当該指定小規模多機能居宅介護事業所から近距離にあることが望ましい。

②　同条第3項は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時の対応のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等のバックアップ施設との間の連携及び支援の体制を整えなければならない旨を規定したものである。これらの協力医療機関やバックアップ施設から、利用者の入院や休日夜間等における対応について円滑な協力を得るため、当該協力医療機関等との間であらかじめ必要な事項を取り決めておくものとする。


